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　 第3章で も 紹介し たが、 こ こ で「 メ ン テ ナン ス プ ロ グラ ム」について 更に詳し く 説明し 、 その役割について

理解を 深めて 頂こ う 。 図4-4は2008年にプ レ ハブ 建築協会 CS委員会（ 今のCS・ 品質委員会）が作成し た「 メ ン

テ ナン ス プ ロ グラ ム」の2022年2月改訂版である 。

図4-4　 メ ン テ ナン スプ ロ グラ ム（ プ レ ハブ 建築協会 2022年2月版）

　 現在、 プ レ ハブ 建築協会会員各社が供給し て いる「 工業化住宅」について は、 商品毎にこ の「 メ ン テ ナン ス

プ ロ グラ ム」が準備さ れて いる 。

　 メ ン テ ナン ス プ ロ グラ ムと は「 定期点検」と「 計画修繕」の時期が明記さ れたも ので ある 。「 計画修繕」と は、

予め部材の耐用年数から 交換時期を 定めたも ので、 特に保証と 資産価値に関わる も のを 表記し て いる 。 各社

の建物は、商品（ 仕様）が一様ではないため、商品別・ 邸別に作成さ れる こ と が前提である 。

　 こ こ で いう 耐用年数は、耐久性、安全性、資産価値に影響する レ ベルの外観な ど を 維持する レ ベルで 考え

ら れて いる 。60年間快適な 住ま いと し て 維持し 、資産価値を 保つために、 こ の時期に必ず交換・ 補修を 行う

こ と が大前提で考えら れて いる 。
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　 一方、下段に示さ れて いる「 その他のメ ン テ ナン ス の目安」について は、 稼働部品や設備部材の交換時期の

目安を 示し て いる 。こ れら は、世の中に普及し て いる 一般品が採用さ れて おり 、あら かじ め交換・ 補修時期

を 決めて いる ので はな く 、大ま かな 交換・ 補修時期を 示し 、点検な ど を 通し て 、又は故障し た時にその都度

対応する 項目で ある 。住宅設備について は、日々進化し て おり 、快適性や経済性を 向上さ せる ために更新さ

れる ケースも ある 。

　 一般的な住宅で は「 計画修繕」について、 劣化や具合が悪く なっ た時点でその都度点検し 、 修理さ れている

が、「 工業化住宅」で は予め決めら れた時期に交換・ 補修を 行う 。こ れによ り 、60年間に掛かる 交換・ 補修の

時期、 方法、費用が購入時に分かる こ と にな る 。こ れによ っ て LCC（ ラ イ フ サイ ク ルコ ス ト ）が算出出来る 仕

組みと な っ て いる 。

　 ■ LCC（ ラ イ フ サイ ク ルコ ス ト ）と は

　 一般的には、 製品や構造物などの費用を、 調達～製造～使用～廃棄までの全期間に要する費用を 意味

し 、 生涯費用と も よばれる。 住宅に置き 換えると 、 住宅を 購入し たオーナーがそこ に住まいながら メ ン

テナンスを行い、 耐久年数まで住み続けて掛かる 費用の総計と なる。 耐久年数が 60 年の住宅は 30 年の

住宅に比べて初期費用が高く ても 、〔 LCC ／耐久年数〕 で計算する と 割安になる と いう 考え方が生まれ、

高く ても 長持ちする家の価値が見直さ れるよう になる。

　「 工業化住宅」はその品質の高さ から イ ニシャ ルコ スト が高く なる が、60年間のLCC（ ラ イ フ サイ ク ルコ スト )

で計算する と 年換算で は安く 、 長く 資産価値が保たれる こ と によ り 、 投資と 資産価値と のギャ ッ プ が埋めら

れる こ と にな る 。

　 し かし な がら 住宅は、メ ン テ ナン ス プ ロ グラ ムに表記さ れる「 計画修繕」以外にも 、多く の部材・ 部品で 構

成さ れて いる 。 内装材、 外装材、 住宅設備な ど は主に一般品で 構成さ れて おり 、 部品の交換や供給も 一般市

場から 調達で き る 。但し 、長期的な 視点でみる と 廃番など も あり 部品の供給が困難な ケースも 多い。

　 各社、 代替品を 準備する など の工夫も さ れている が、 それも で き な いと 部材ごと の交換と なり 改修工事に

多額の費用の掛かる ケース も 発生する 。

　 プ レ ハブ 建築協会で は、 こ れら の課題を 解決する ために2020年6月に「 住宅の交換部品に関する ガイ ド ラ

イ ン 」を 発行し た。（ 本テ キスト の巻末に参考資料と し て 掲載）

　 本ガ イ ド ラ イ ン は、第1章1. 4で 勉強し た「 プ レ ハブ 住宅供給業務管理規準」のⅢ各業務基本事項の中で 、

1. 商品開発業務の（ 3）と 5. 購買（ 調達）業務の（ 2）の規程を 補完する 形で発行さ れて いる 。

Ⅲ． 新築住宅の各業務基本事項

以下の各業務内容に対し て、 評価基準を別に定める。

１ ． 商品開発業務（ 3）

メ ンテナンスを必要と する品質項目に関し ては、 住宅の長期使用に対応し たメ ンテナンスプログラ ムを

確立し 、 点検時期および補修方法を設定すると 共に、 部品・ 部材の共通化を図る等、 メ ンテナンスの容

易性を考慮し た開発設計を行う 。

５ ． 購買（ 調達） 業務（ 2）

購買先に対し ては、 取引の基本事項および購入する原材料・ 部品・ 部材等の品質保証およびサービスに

ついて取り 決めた取引基本契約を結び、 必要に応じ て品質保証契約を締結する。 また、 部品・ 部材採用

停止後も アフ タ ーサービス部品・ 部材の対応方法についても 取り 決めを締結する。
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　 図4-5は、 本ガイ ド ラ イ ン の中で 、 住宅を 構成する 部材、 部品について 分かり やすく 整理さ れたも ので あ

る 。こ の黄色で示さ れた部分は「 メ ン テ ナン スプ ロ グラ ム」の「 計画修繕」に表記さ れて いる が、 緑で 示さ れた

部分はその他の部材・ 部品で、長期の供給において現場が苦労し ている 部分で ある 。

　 こ れら の課題は住宅メ ーカ ーだけで な く 、サッ シ や床材・ 建具、住宅設備を 供給する 建材メ ーカ ー、住設

メ ーカ ーな ど が協働で 検討し て いかな ければな ら な い。各々の交換部品・ 部材を 何年保有する か、それ以降

について は代替品を ど のよ う に準備し て 供給する かな ど は、 供給する 製造メ ーカ ーと 住宅メ ーカ ーが事前

に検討すべき 事項と し てあげら え る 。

　 本ガイ ド ラ イ ン では、 以下のよ う に新たな 商品や仕様を メ ーカ ーと 協議する 際に、 ①～⑦の項目を その段

階で 取り 決めて、納入設計図書や指定仕様書等に記載し ておく こ と を 勧めている 。

　 経済産業省で は、2007年に実施さ れた「 今後の住宅産業のあり 方に関する 研究会」の中で 、 長期使用住宅

部材について 対策を 提言し て おり 、 そ れに基づいて 2008年に発足し た「 長期使用住宅部材標準化推進協議

会」において その提言を 実行し ている 。
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図4-5　 建物の部材・ 部品の構成

2.製造・ 部品メ ーカ ーと の協議内容

　 新たな商品、 仕様を開発し た際には、 供給する製造・ 部品メ ーカ ーより 納品さ れる納入設計図書、 指定仕

様書等に以下の内容を記載し て頂く 。

　 ① 保証期間（ 保証内容）

　 ② 想定耐用年数

　 ③ 部材・ 部品の保有期間（ 廃番後）

　 ④ 交換部品の指定（ リ スト 化 及び 品番化）

　 ⑤ 交換部材・ 部品の部品図（ 姿図又は写真）

　 ⑥ 部材・ 部品の交換要領書

　 ⑦ アフ タ ーメ ンテナンスの方法
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承 認 日
改 訂 日
登録コード 110611006

１．対象製品
内部引き戸用戸車・レール 略称：CjK 戸車・レール

２．標準(共通)化の部位
内部引き戸用戸車・レールの標準(共通)化の部位を図１に示す。

Ａ：幅
Ｂ：高さ
Ｃ：奥行き
ｒ：固定ビス位置
ｄ：固定ビス穴径
Ｅ：車輪　凸部厚さ
Ｆ：車輪　総厚さ
Ｇ：車輪　肩出寸法(E=4位置)
Ｈ：車輪　凸部出寸法
Ｊ：車輪　肩テーパー角度
Ｋ：レール　溝幅
Ｌ：レール　溝深さ

長 期 使 用 対 応 部 材 基 準 書
2011年9月15日
2016年4月28日

標準(共通)化の部位

車輪形状 

レール

ＡＡ  

ＢＢ
  

ｄｄ  

拡大図 

ＣＣ  

ｒｒ
  

固定ビス位置 

ＪＪ  

GG
  

HH
  

ＥＥ  

ＦＦ  

ＪＪ  

ＦＦ．．ＬＬ  

LL
  

ＫＫ  

コ ラ ム◆部品交換についての課題解決の取り 組み

　 メ ン テ ナン ス部品の供給について は、「 メ ン テ ナン スプ ロ グラ ム」を 実施し ながら 、 既存住宅を 永

く 快適に活用し て いく 上で 重要な課題で ある 。し かし ながら 部品の保有期間も 限度がある 。

　 こ こ では、一つの解決方法と し て交換部品の主要寸法を規定し 標準化する と いう 活動を紹介し よう 。

■メ ン テ ナン ス部品の寸法の標準化提案
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　 ■ CjK マーク と は

　 長期使用住宅部材標準化推進協議会（ 略称： 長住協） が定める長期使

用対応部材のシンボルマーク です。

　 長期使用対応部材 (CjK 部材） と は、 長期にわたっ てメ ン テナン スを

容易にする為に互換性※をも たせた部品・ 部材です。

　 当部材は、 経済産業省の研究会の提言に基づき 、 住宅部品・ 部材の標

準（ 共通） 化の推進団体と し て設立さ れた「 長期使用住宅部材標準化推

進協議会（ 長住協）」 により 定めています。

※互換性＝「 寸法」「 形状」等の統一や単純化を 指すも ので 、対象部材や部品について の保証や保証期間を 設ける も ので はあり ま せん。

３．寸法・形状
単位：mm

４．表示方法
表示マークの製品への表示は、戸車本体木口または側面に”CjK”マークを表示する。　 

５．特記事項
5.1 レール

・レールはＹ型とする。
・レールは敷居有りのはめあいタイプとしている。

5.2 管理公差について
・”表１－各部位の寸法”のＡ、Ｂ、Ｃ、ｒの数値は、管理公差を設け管理すること。

６．解　説
レール溝幅４㎜の理由は、車輪幅７㎜に対して戸車掛代1.5㎜以上確保するため
である。

７．共通事項
7.1 寸法について

・寸法は基準値を示し、公差・許容差を表すものではない。

7.2 交換について
・交換については、専門知識を有する者が行うことを推奨する。
注記：専門知識を有する者とは：専門的知識、技術、経験を有する者である。

８．改訂履歴
8.1 2014年3月20日改訂

・”７．共通事項”を基準書記載内容改訂により記載
・”表１－各部位の寸法”のＡ、Ｂ、Ｃ、ｒの備考欄に記載されていた”管理公差を含め
左記を満足すること。”を削除し、５．特記事項欄に追記した。
・符号、書式の統一

8.2 2016年4月28日改訂
・対象製品名称、略称見直しによる改訂
・表１－Ｇ部位の寸法基準値範囲を不等号表示に変更
・7.1寸法について記載内容改訂

Ｌ：レール　溝深さ ≧２
Ｋ：レール　溝幅 ４

Ｈ：車輪　凸部出寸法 ≦１．５
Ｊ：車輪　肩テーパー角度 １４０±１０°

Ｆ：車輪　総厚さ ≧７
Ｇ：車輪　肩出寸法(E=4位置) ２．５≦Ｇ≦６．５ 左記調整範囲を満足すること。

車輪　形状 Ｙ形
Ｅ：車輪　凸部厚さ ≦３．５

　　車輪出入調整ネジ 木口面

ｄ：固定ビス穴径 ４．５
　　荷重支持面形状 半円形

ｒ：固定ビス位置 ７．９
Ｃ：奥行き ４２．８

項目 寸法

Ｂ：高さ ４８

備考
Ａ：幅 １５．８

表１－各部位の寸法

　 図はメ ン テ ナン ス 部品を 長期的に交換し て いく ために、 その寸法を 標準化する こ と で それを 可

能にし よ う と し た取り 組みである 。 仮にこ の部品が壊れても 、 同じ 寸法で規定さ れた部品があれば

それを 代替品と し て交換する こ と が可能になる 。 こ れによ っ て 、 大掛かり な メ ン テ ナン ス や壊れた

まま 不便な生活する と いっ た課題が解決さ れる 。

　 大手住宅メ ーカ ー、建材メ ーカ ー、住設メ ーカ ーで 構成さ れて いる「 長期使用住宅部材標準化推

進協議会」において、その寸法規定を 部品ご と に行い「 CjK部材」と し て標準化を 推進し ている 。

　 こ の協議会は2008年に発足さ れ、 2024年度末現在会員企業115社で 構成さ れて いる 。経済産業

省が2008年にと り ま と めた「 今後の住宅産業のあり 方に関する 研究会」の中の「 長期使用対策ワー

キン グ」において 検討・ 報告さ れた内容に添っ て こ の協議会の運営は推進さ れて いる 。

　 2024年度末で は延べ156品目の部品の寸法の標準化を 行っ た。建材メ ーカ ー、 住設メ ーカ ー、住

宅メ ーカ ーが揃っ て こ の「 CjK部材」で 定めら れた寸法で 部品設計する こ と によ り 、 長期的な 部品の

交換が可能になる 。

　 今後は、こ の「 CjK部材」及びCjK部材を 示す「 CjKマ ーク 」の普及が課題で あり 、各メ ーカ ーが商品

開発する 段階にし っ かり 設計内容に盛り 込んで いかなければこ の活動は進まな い。 また、住宅オー

ナーの声を 代表する 現場から の働き かけも 重要である 。
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